
警察職員の特殊勤務手当に関する関係規定

警察職員の特殊勤務手当に関する条例 警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則 警察職員の特殊勤務手当の運用について

(趣旨)
第 1 条 この条例は、 職員の給与に関する条例 (昭和26年
鳥取県条例第 3 号。 以下 ｢給与条例｣ という。 ) 第
11条第 2 項の規定に基づき、 警察職員 (以下 ｢職員｣ と
いう。 ) の特殊勤務手当の種類、 支給される職員の範囲
、 支給額その他特殊勤務手当の支給に関し必要な事項を
定めるものとする。

(趣旨)
第 1 条 この規則は、 警察職員の特殊勤務手当に関する条例
(昭和29年鳥取県条例第40号。 以下 ｢条例｣ という。 ) の
規定に基づき、 警察職員の特殊勤務手当の支給に関し必要
な事項を定めるものとする。

(特殊勤務手当の種類)
第 2 条 特殊勤務手当の種類は、 次のとおりとする。
(1 ) 犯罪予防 ･捜査手当
(2 )‐警ら手当
(3 ) 犯罪鑑識手当
(4 ) 運転免許技能試験手当
(5 ) 交通捜査取締手当
(6 ) 死体取扱手当
(7 ) 看守手当
(8 ) 緊急走行手当
(9 ) 警備艇運航手当
(10) 通信指令手当 ･

(11) 特殊危険物質危険区域内作業手当
(12) 潜水手当
(13) 航空手当
(14) 爆発物処理作業手当
(15) 特殊危険物質処理作業手当
(16) 災害応急手当
(17) 身辺警護手当
(18) 海外犯罪情報収集手当
(19) 銃器犯罪捜査手当
(20) 夜間特殊業務手当
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gB罪予防 ･ 捜査手当)
第 3 条 犯罪予防 ･ 捜査手当は、 職員が犯罪の予防、 捜査
又は被疑者の逮捕の作業に従事したときに支給する。
2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き560円とする。
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･



3 前項の規定にかかわらず、 職員が捜査本部 (犯罪捜査
規範 (昭和32年国家公安委員会規則第 2 号) 第22条第 1
項に規定する捜査本部をいう。 以下同じ。 ) において第
1 項の作業 (当該捜査本部が設置された日から起算して3
0日を経過するまでの期間におけるものに限る。 ) に従事
した場合における同項の手当の額は、 前項に定める額に
当該作業にその従事した日 1 日につき280円を加算した額
とする。 ,

(警ら手当)
第 4 条 警ら手当は、 職員が警ら活動中に犯罪の予防又は
検挙、 事件又は事故の処理、 交通の指導取締り、 少年の

補導、 不審者への職務質問、 市民に対する保護その他の
作業に従事したときに支給する。
2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き340円とする。

′

g目罪鑑識手当)
第 5 条 犯罪鑑識手当は、 次に掲げる場合に支給する。
(1 ) 職員が犯罪鑑識のための証拠の採取又は鑑定の作
業に従事したとき。
(2 ) 職員が実験用爆発物の製造若しくは解体の作業又
は実験用爆発物を用いて行う爆発実験の作業に従事し
たとき。

2 ･前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き、 次の各号に掲げる作業の区分に応じ、 それぞれ当該
各号に定める額とする。
(1 ) 現場において行われる作業 560円
(2 ) 前号の作業以外の作業 280円

ノ

･

(運転免許技能試験手当)
第 6 条 運転免許技能試験手当は、 職員が道路上で行う自
動車の運転免許技能試験の作業に従事したときに支給す
る。
2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き230円とする。

･ 、

、

(交通捜査取締手当)
第 7 条 交通捜査取締手当は、 次に掲げる場合に支給する

(1 ) 職員が交通事件又は交通事故の捜査の作業に従事

第 1 交通捜査取締手当関係
条例第 7 条第 1 項第 1 号の ｢交通事件又は交通

事故の捜査の作業｣ とは、 交通人身事故捜査作業

、 暴走族に係る捜査及び取締作業、 飲酒運転、 無



したとき。
(2 ) 職員が交通取締用自動二輪車に乗車して行う交通
取締作業に従事したとき。
(3 ) 職員が高速道路上において行う交通取締作業に従
事したとき。
(4 ) 職員が前 2 号に掲げる作業以外の交通取締作業に
従事したとき。
前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き、 次の各号に掲げる作業の区分に応じ、 それぞれ当該
各号に定める額とする。
(1 ) 前項第 1 号及び第 2 号の作業 560円
(2 ) 前項第 3 号の作業 460円
(3 ) 前項第 4 号の作業 310円
前項の規定にかかわらず、 職員が高速道路上において
第 1 項第 1 号の作業に従事した場合における同項の手当
の額は、 前項第 1 号に定める額にその従事した日、1 日に
つき280円を加算した額とする。

免許運転等の悪質 ･ 危険な交通違反の捜査作業そ
の他の交通事件又は交通事故に係る捜査作業をい
ン
つ。

(死体取扱手当)
第 8 条 死体取扱手当は、 次に掲げる場合に支給する。
(1 ) 人事委員会規則で定める職員が検視の作業に従事
したとき。
(2 ) 職員 (前号に定めるものを除く。 ) が死体取扱作
業に従事したとき。
前項の手当の額は、 次の各号に掲げる作業の区分に応

じ、 それぞれ当該各号に定める額とする。
(1 ) 前項第 1 号の作業 検視した死体 1 体につき 3, 2
00円

(2 ) 前項第 2 号の作業 作業に従事した日 1 日に つ
き 1, 600円
前項の規定にかかわらず、 職員が第 1 項第 2 号の作業
のうち、 人事委員会が定める特別なものに従事した場合
における第 1 項の手当の額はゞ前項第 2 号に定める額に
その額の100分の100に相当する額を加算した額とする。

(死体取扱手当)
第 2 条 条例第 8 条第 1 項第 1 号の人事委員会規則で定める
職員は、 警察本部刑事部捜査第一課に勤務する警視又は警
部の階級にある者とする。

第 2 死体取扱手当関係
条例第 8条第 3 項の ｢人事委員会が定める特別
なもの｣ は、 次に掲げる特別な状態にある死体を

取り扱う作業とする。
(1 ) 汽車、 電車等の軌道事故に伴う死体で手足
若しくは頭部、 腹部等がれき断されたもの又は
れき断に至らないが衝撃により臓器等が飛び出
している等の状態のもの

(2 ) 航空機の墜落事故による死体 (外部所見で
損傷の程度が軽度な死体を除く。 )
(3 ) 交通事故による死体で頭部挫滅若しくは腹
部から臓器が大量に飛び出しているもの又は衝
撃で原形をとどめないほどに損傷したもの

(4 ) でき死体で腐乱が進行した手足の皮膚が容
易にはがれる状態のもの
(5 ) 焼死体 (煙等による窒息死で、 死体が焼け
ただれていない状態のものを除く。 )
(6 ) 埋没死体又は死亡後の時間の経過により腐
敗が進行し、 皮膚が容易にはがれる状態若しく
はこの状態より更に死後経過が進行した状態の
死体

(7 ) 死体の解剖の補助作業時における解剖死体
(8 ) 前各号に掲げるもののほか、 犯罪死、 非犯



.
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罪死の別にかかわらず、 腐敗が進行した死体又
は損傷が著しい死体 (死後相当期間が経過して
いるような白骨死体等で、 異臭もなく取扱いに
不快性が認められないものを除く。 )

(看守手当)
第 9 条 看守手当は、 次に掲げる場合に支給する。
(1 ) 職員が警察留置場において被疑者の看守の作業に
従事したとき。
(2 ) 職員が被疑者を他の警察署又は機関等へ護送する
作業に従事したとき。

2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ

き330円とする。

-

(緊急走行手当)
第10条 緊急走行手当は、 職員が道路交通法 (昭和35年法
律第105号) 第39条第 1 項に規定する緊急自動車に乗車し
、 緊急走行の作業に従事したときに支給する。
2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き420円とする。

.
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(警備艇運航手当)
第11条 警備艇運航手当は、 職員が警察活動のため警備艇
の運航の作業に従事したとき (次の各号のいずれかに該
当するときに限る。 ) に支給する。
(1 ) 日没時から日出時までの間
(2 ) 気象業務法施行令 (昭和27年政令第471号) 第 4 条
又は第 5 条に規定する注意報及び警報のうち運航作業
において危険と認められるものが行われている期間

2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ

き300円とする。

/
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(通信指令手当)
第12条 通信指令手当は、 人事委員会規則で定める職員が
緊急通報の受理及び これに伴う警察無線電話による指令
の通信の作業に従事したときに支給する。
2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き230円とする。

(通信指令手当)
第 3 条 条例第12条第 1 項の人事委員会規則で定める職員は

、 警察本部生活安全部通信指令課に勤務する職員とする。

(特殊危険物質危険区域内作業手当)
第13条 特殊危険物質危険区域内作業手当は、 職員が特殊



危険物質 (サリン等による人身被害の防止に関する法律
(平成 7 年法律第78号) 第 2 条に規定するサリン等をい
う。 以下同じ。 ) による被害の危険がある区域内におい
て行う作業 (第17条に規定する特殊危険物質処理作業手
当の支給の対象となる作業を除く。 ) に従事したときに
支給する。
2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き250円とする。

･

(潜水手当)
第14条 潜水手当は、 職員が潜水器具を着装して行う潜水
の作業に従事したときに支給する。
2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した時間 1 時間
につき、 次の各号に掲げる潜水深度の区分に応じ、 それ
ぞれ当該各号に定める額とする。
(1 ) 20メートルまでのとき。 300円
(2 ) 20メートルを超え、 30メートルまでのとき。 600
円

(3 ) 30メートルを超えるとき。 1,200円
3 前項の規定にかかわらず、 職員が次に掲げる作業に従
事した場合における第 1 項の手当の額は、 前項に定める
額にその額の100分の50に相当する額を加算した額とする

(1 ) 転覆した船舶内にいる遭難者の救助のための作業
(2 ) 水温10度以下における作業
4 前 2 項の規定にかかわらず、 職員が第 1 項の作業のう
ち、 ヘドロ、 危険物等の堆積による劣悪又は危険な環境
の下において行われるものに従事した場合における第 1
項の手当の額は、 前 2 項の規定により得られる額にその
額の100分の10籤こ相当する額を加算した額とする。

(潜水手当)
第 4 条 条例第14条第 1 項に規定する潜水手当の額は、 月の
1 日から末日までの間における同条第 2 項各号に掲げる潜
‐水深度の区分ごとの時間数の合計に、 それぞれ当該各号に
定める額を乗じて得られる額の合計額とする。 この場合に
おいて、 同項各号に掲げる潜水深度の区分ごとの時間数の
合計に10分に満たない端数時間があるとき又は当該時間数
の合計が10分に満たないときは、 当該端数時間又は当該時
間数の合計を10分に切り上げて計算する。

第 3 潜水手当関係
規則第 4条の適用に当たっては、 条例第14条第
3項及び第 4項により加算する作業と加算しない
作業とは別の区分のものとする。

(航空手当)
第15条 航空手当は、 次に掲げる場合に支給する。
(1 ) 次に掲げる職員が航空機の操縦又は整備の作業に
従事したとき。
ア 航空法 (昭和27年法律第231号) 第24条に 規定す
る事業用操縦士の資格を有する職員
イ 航空法第24条に規定する一等航空整備士又
は二等航空整備士の資格を有する職員

(2 ) 職員が航空機に搭乗し、 次に掲げる作業に従事し
たとき。

(航空手当)
第5条 月の 1日から末日までの間において条例第15条第 1
項第 1 号に規定する航空機の操縦の作業に従事した日数が
7 日未満である場合における同号に規定する航空手当の額
は、 当該作業に従事した日数が 4 日以上 7 日未満であると
きにあっては100分の60を、 1 日以上 4 日未満であるときに

あっては100分の30を、 それぞれ同条第 2 項第 1 号に定める

額に乗じて得られる額とする。
2 月 の 1 日から末日までの間において条例第15条第 1項第
1 号に規定する航空機の整備の作業に従事した日数が15日

第 4 航空手当関係
条例第15条第 3 項の ｢作業に従事した時間｣ を
算出する場合には、 航空機に搭乗した時間 (航空
交通管制の行われている飛行場にあっては機長が
航空管制官と連絡の上、 発進した時から着陸終了
を航空管制官に通報した時までの時間をいい、 そ
の他の発着の場にあっては航空機が離陸等の目的
で発進した時から着陸等をして停止した時までの

時間をいう。 ) をもって計算するものとする。



ア 航空機の操縦
イ 航空機の整備
ウ 捜索救難、 犯罪の捜査又は鎮圧、 警備、 交通の取
締りその他の警察活動
エ 教育訓練
前項第 1 号の手当の額は、 ･職員が作業に従事した月 1
月 につき、 次の各号に掲げる職員の区分に応じ、 それぞ
れ当該各号に定める額とする。
(1 ) 前項第 1 号アの職員 35,000円
(2 ) 前項第 1 号イの職員 20, 000円
第 1 項第 2 号の手当の額は、 職員が作業に従事した時
間 1 時間につき、 次の各号に掲げる作業の区分に応じ、
それぞれ当該各号に定める額とする。 ‐

(1 ) 第 1項第 2 号アの作業 5, 100円
(2 ) 第 1 項第 2 号イの作業 2, 200円
(3 ) 第 1項第 2 号ウの作業 1, 200円
(4 ) 第 1項第 2 号エの作業 300円
前項の規定にかかわらず、 職員が次に掲げる作業に従
事した場合における第 1 項第 2 号の手当の額は、 前項に
定める額にその額の100分の100 (当該作業が日没時から
日出時までの間において行われた場合にあっては、 100分
の150) に相当する額を加算した額とする。
(1 ) 海上における飛行距離が100キロメートル以上の捜
索作業

(2 ) 高度100メートル以下の低空をヘリ コ プターにより
30分以上飛行して行う海上における捜索作業 (前号に
掲げる作業を除く。 )
(3 ) 第 1 項第 2 号ウ又はエの作業のうち空中で停止飛
行したヘリ コ プターにより行うつり上げ作業
(4 ) 第 1 項第 2 号ウ又はエの作業のうち空中で停止飛
行したヘリ コ プターにより行う降下の作業又は降下の
作業を機外において補助する作業
前 2 項の規定にかかわらず、 職員が日没時から日出時
までの間第 1 項第 2 号の作業に従事した場合 (前項に掲
げるものを除く。 ) における第 1 頃第 2 号の手当の額は
、 第 3 項に定める額にその額の100分の5餅こ相当する額を
加算した額とする。

未満である場合における同号に規定する航空手当の額は、
当該作業に従事した日数が 8 日以上15日未満であるときに
あっては100分の60を、 1日以上 8 日未満であるときにあっ
ては100分の30を、 それぞれ同条第 2 項第 2 号に定める額に
乗じて得られる額とする。
3 月 の 1 日から末日までの間における条例第15条第 1 頃第
2 号に規定する航空手当のうち同条第 4 項又は第 5 項の規
定により加算する額 (以下 ｢加算額｣ という。 ) を除いた
ものの額は、 同条第 3 項各号に掲げる作業の区分に応じ、
それぞれ当該各号に定める額に80を乗じて得られる額を超
える ことができない。
4 月 の 1 日から末日までの間における加算額は、 条例第15
条第 3 項各号に掲げる作業の区分に応じ、 それぞれ当該各
号に定める額に100分の30を乗じて得られる額に80を乗じて
得られる額を超える ことができない。
5 月 の 1 日から末日までの間における条例第15条第 3 項か
ら第 5 項までに規定する航空手当の額を計算する場合にお
いて、 当該期間における当該各号に規定する作業に従事し

た時間数の合計に 1 分に満たない端数時間があるときは、
当該端数時間を切り捨てて計算する。

(爆発物処理作業手当)
第16条 爆発物処理作業手当は、 職員が爆発物容疑物件に
接近して行う作業で人事委員会が定めるものに従事した

第 5 爆発物処理作業手当関係
1 条例第16条第 1項の ｢人事委員会が定めるもの
｣ は、 爆発物処理作業員 (爆発物処理班長から指



ときに支給する。
前項の手当の額は、 職員が作業に従事した勤務 1 回に
つき5,200円とする。

示を受けた者を含む。 ) 又はその他の職員 (周囲
の状況から特に緊急を要する措置が必要と認めら
れる場合において、 危険を冒して爆発物容疑物件
(以下 ｢容疑物件｣ という。 ) の処理作業を行っ
た者に限る。 ) が、 次に掲げるいずれかの作業に
従事した場合における当該作業とする。
(1 )‘ 容疑物件の種類等の識別及び認定の作業 (
通報等に基づく容疑物件の捜索活動は含まない
。 )
(2 ) 危険防止のため、 容疑物件の周囲に砂袋、
タイヤ等を積み上げる等の遮へい作業 (立入禁
止警戒線の設置、 交通遮断等の作業は含まない
。 )
(3 ) 容疑物件の冷却作業又はエ ックス線撮影作
業

(4 ) 容疑物件の処理筒への収納及び搬送作業
(5 ) 容疑物件の解体作業
(6 ) 容疑物件の爆破のための特に危険な作業
2 前項の容疑物件には、 当初爆発物と断定できな
いが周囲の状況から爆発物であると疑うに足りる
相当な理由があると認められた物件を含むものと
する。
3 爆発物処理作業は、 原則として、 容疑物件 1 個
の処理を勤務 1 回として取り扱う。 また、 同一容
疑物件の処理作業が 2 日以上にわたった場合には
、 当該処理作業 1 日当たり勤務 1 回として取り扱
つ。

(特殊危険物質処理作業手当)
第17条 特殊危険物質処理作業手当は、 次に掲げる場合に
支給する。
(1 ) 職員が特殊危険物質又はその疑いがある物質 (以
下 ｢特殊危険物質等｣ という。 ) が発散し、 若しくは
漏洩している状況の下で行う救助活動又は被疑者の逮
捕、 捜索、 差押え、 検証等の捜査活動のための作業に
従事したとき。
(2 ) 職員が特殊危険物質等の処理作業で人事委員会が
定めるものに従事したとき。

2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した勤務 1 回に
つき、 次の各号に掲げる作業の区分に応じ、 それぞれ当
該各号に定める額とする。

第 6 特殊危険物質処理作業手当関係 }
条例第17条第 1 項第 2 号の ｢人事委員会が定め
るもの｣ は、 次に掲げる作業とする。
(1 ) 特殊危険物質 (サリン (メチルホスホノ フ
ルオリ ド酸インプロ ピルをいう。 以下同じ。‐)
及びサリン以上の又はサリンに準ずる強い毒性

を有する物質をいう。〕 又はその疑いのある物
質 (以下 ｢特殊危険物質等｣ という。 ) に対し
て直接行う検知、 鑑識、 鑑定、 収容、 除去その
他の警察活動に係る作業

(2 ) 容器等に封入されている特殊危険物質等に
対して行う鑑識、 収容、 移動等の作業で、 特殊
危険物質等の発散又は漏えいのおそれがあるも



(1 ) 前項第 1 号又は第 2 号の作業のうち、 特殊危険物
質等が発散し、 又は漏洩している状況の下で行うもの

5,200円

(2 ) 前項第 2 号の作業のうち、 特殊危険物質等が発散
し、 又は漏洩していない状況の下で行うもの 2, 600円

の

(災害応急手当)
第18条 災害応急手当は、 次に掲げる場合に支給する。
(1 ) 職員が火薬類若しくは高圧ガスによる大規模な事
故により重大な災害が発生した箇所又はその周辺にお
いて次に掲げる作業に従事したとき。
ア 火薬類取締法 (昭和25年法律第149号) 第43条第 2
項の規定による立入検査
イ 高圧ガス保安法 (昭和26年法律第204号) 第62条第
5 項の規定による立入検査
(2 ) 職員が山岳における人命救助のための救難捜索の
作業で危険かつ困難を伴うと人事委員会が認めるもの
に従事したとき。
(3 ) 職員が異常な自然現象又は大規模な事故により重
大な災害が発生した箇所又はその周辺において行う災
害警備、 遭難救助、 通信施設の臨時設置、 運用若しく
は保守、 鑑識作業又はこれらに相当する作業で心身に
著しい負担を与えると人事委員会が認めるものに従事
したとき。
(4 ) 職員が前号に掲げる作業に相当すると人事委員会
が認める作業に従事したとき。

2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き、 次の各号に掲げる作業の区分に応じ、 それぞれ当該
各号に定める額とする。
(1 ) 前項第 L 号の作業 300円
(2 ) 前項第 2 号の作業 600円
(3 ) 前項第 3 号及び第 4 号の作業 840円
3 前項の規定にかかわらず、 第 1 項第 3 号又は第 4 号の
手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につき、 次の
各号に掲げる区分に応じ、 それぞれ当該各号に定める額
とする。

･

(1 ) 日没時から日出時までの間において行われた場合
前項第 3 号に定める額にその額の100分の5解こ本目当す
る額を加算した額
(2 ) 人事委員会が定める特別なものに従事した場合
前項第 3 号に定める額 (前号の規定に該当する場合に

第 7 災害応急手当関係
1 条例第18条第 1 項第 2 号の ｢危険かつ困難を伴
うと人事委員会が認めるもの｣ は、 深い積雪の中
で行う作業、 悪天候下で行う作業、 日没時から日
出時までの間において行う作業又は雪崩に巻き込
まれるおそれのある区域、 転落の危険性のある区
域若しくは岩石等の崩落の危険性のある区域にお
いて行う作業で、 それぞれ徒歩により行うものと
する。
2 条例第18条第 1項第 3 号の運用については、 そ
れぞれ次に定めるところによるものとする。
(1 ) ｢異常な自然現象｣ とは、 暴風、 豪雨、 豪
雪、 洪水、 高潮、 地震、 津波、 噴火その他その
及ぼす被害の程度において これらに類する自然
現象をいう。
(2 ) 事故｣ とは、 火事、 爆発、 石油等の漏洩若
しくは流出、 船舶の沈没、.建築物等の崩壊その
他 これらに類するものをいう。
(3 ) ｢重大な災害｣ とは、 大規模な土砂崩壊、
決壊、 冠水、 雪崩、 落石、 盛土法面崩壊その他
その及ぼす被害の程度において これらに類する
災害をいう。
(4 ) ｢心身に著しい負担を与えると人事委員会
が認めるもの｣ は、 次に掲げる作業とする。
ア 都道府県警察に災害警備本部が設置された
場合又は大規模な事故により相当多数の死傷
者のある災害が発生した場合において、 職員
が災害警備、 遭難救助、 通信施設の臨時設置
、 運用若しくは保守又は鑑識作業に引き続き
2 日以上従事した場合の当該作業
イ 人命救助の作業で著しく危険であると人事
委員会が認めるもの

3 条例第18条第 3 項第 2 号の 『人事委員会が定め
る特別なもの｣ は、 次に掲げる作業に従事した場
合における当該作業とする。



あっては、 同号の規定により得られる額)
00分の100に相当する額を加算した額

にその額の1 (1 ) 条例第18条第 1 項第 3 号に規定する作業に
引き続き 2 日以上従事し、 かつ、 いずれかの日
において人命救助の作業に従事した場合であっ
て人事委員会が認めるもの
(2 ) 条例第18条第 1 項第 3 号に規定する作業が

、 災害対策基本法 (昭和36年法律第223号)、
大規模地震対策特別措置法 (昭和53年法律第73
号) その他の法令等に基づき設定され、 立入禁
止、 退去命令等の措置がなされた区域 (当該区
域が設定又は拡大された場合において、 その設
定又は拡大がなされた時までの間における当該

, 区域と同一地域を含む。 次項において ｢立入禁
止区域等｣ という。 ) で行われる場合であって
人事委員会が認めるもの

4 次の各号に掲げるものの認定を受けようとする
ときは、 当該各号に掲げる事項を明らかにした資
料を添えて申請するものとする。
(1 ) 第 2 項第 4 号イ及び前項第 1 号の ｢人事委
員会が認めるもの｣
ア 災害の内容

イ 災害発生地点及び被災地域
ウ 作業の具体的内容及び当該人員
エ 作業実施区域 (地点) 及びイの事項及び周
辺地域を明らかにした地図
オ その他認定に必要な関係資料
(2 ) 前項第 2 号の ｢人事委員会が認めるもの｣
ア 災害の内容
イ 災害発生地点及び被災地域
ウ 作業の具体的内容及び当該人員
エ 通行が禁止又は制限されている区間
オ 作業実施区域、 イ及びエの事項並びに周辺
地域を明らかにした地図
力 立入禁止区域等が設定又は拡大されるに当
たり根拠とされた法令又は告示若しくは発令
等 (キにおいて ｢告示等｣ という。 )
キ 立入禁止区域等が拡大された場合には、 拡
大前における立入禁止区域等に係わる告示等
ク その他認定に必要な関係資料

(身辺警護手当)
第19条 身辺警護手当は 次に掲げる場合に支給する。

(身辺警護手当)
第 6条 条例第19条第 1 項第 2 号の人事委員会規則で定める



(1 ) 職員が天皇又は皇后、 皇太子若しくは皇太子妃の
側近警衛の作業に従事したとき。
(2 ) 職員が皇族の側近警衛 (前号に掲げるものを除く
。 ) 又は内閣総理大臣、 国賓その他人事委員会規則で
定める者の身辺警護の作業に従事したとき。
前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き、 次の各号に掲げる作業の区分に応じ、 それぞれ当該
各号に定める額とする。
(1 ) 前項第 1 号の作業 1, 150円
(2 ) 前項第 2 号の作業 640円

者は、 その身辺に危害が及ぶ ことが国の公安に係る ことと
なるおそれがある者とする。

(海外犯罪情報収集手当)
第20条 海外犯罪情報収集手当は、 職員が日本国外におい
て行う犯罪の捜査に関する情報収集の作業で人事委員会
が定めるものに従事したときに支給する。
2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き 1, 100円とする。

第 8 海外犯罪情報収集作業手当関係
条例第20条第 1 項の ｢人事委員会が定めるもの
｣ は、 次に掲げるすべての場合に該当したときに
おける当該作業とする。
(1 ) 特定の個人又は団体のためのものである場
合
(2 ) 現地の公的機関等に所属する職員等が同行
しない場合
(3 ) 危険な区域において 1 時間以上作業する場
合

(銃器犯罪捜査手当)
第21条 銃器犯罪捜査手当は、 職員が防弾装備を着装し、
武器を携帯して行う次に掲げる作業に従事したときに支
給する。
(1 ) 銃器又は銃器と思料されるものを使用している犯
罪現場における犯人の逮捕の作業又はこれに相当する
と人事委員会が認める作業
(2 ) 銃器を所持する犯人の逮捕の作業
(3 ) 第 1 号に掲げる作業又は前号に掲げる作業 (銃器
を使用した犯人の逮捕の作業に限る。 ) に付随して行
う固定配置の作業

(4 ) 銃器が使用された暴力団 (暴力団員による不当な
行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第77号) 第
2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。 以下同じ。 ) の
対立抗争事件に伴う暴力団の事務所又は暴力団員 (同
法第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。 ) の居宅
に対する張付け警戒の作業

2 前項の手当の額は、 職員が作業に従事した日 1 日につ
き、 次の各号に掲げる作業の区分に応じ、 それぞれ当該

第 9 銃器犯罪捜査手当関係
1 条例第21条第 1 項第 1 号の ｢犯人の逮捕の作業
｣ は、 犯罪現場における現行犯 (準現行犯を含む
。 ) 逮捕の作業とし、 ｢これに相当すると人事委
員会が認める作業｣ は、 人質立て こもり事件にお
ける入賞救出及び当該現場の直近において行う犯
人に対する説得の作業とする。
2 条例第21条第 1 項第 2 号の ｢銃器を所持する犯
人｣ には、 銃器の収集を趣味とするものは含まな
いものとする。
3 条例第21条第 1 項第 3 号の ｢固定配置の作業｣
は、 固定配置された場所が、 当該現場から見通せ
る位置にあり、 かつ、 当該犯人が所持する銃器の
有効射程範囲内にある場合における当該作業 (当
該現場の周辺において行われる交通整理及び交通
規制、 住民の避難誘導並びに広報の作業を除く。
) とする。
4 条例第21条第 1 項第 4 号の作業は、 対立抗争事
件を起 こ している暴力団の組事務所及び暴力団幹



各号に定める額とする。
(1 ) 前項第 1 号の作業 1, 640円
(2 ) 前項第 2 号の作業 1, 100円
(3 ) 前項第 3 号の作業
ア 前項第 1 号の作業に付随して行うもの

1, 100円

イ 前項第 2 号の作業に付随して行うもの
820円

(4 ) 前項第 4 号の作業 820円

-

部宅の直近において固定配置の形態により行われ
る張付け警戒の作業とする。

(緊急な呼出し時における特例)
第22条 職員 (管理又は監督の地位にある者のうち人事委
員会が定めるものを除く。 ) が、 正規の勤務時間以外の
時間において、 勤務の時間帯その他に関し人事委員会が

定める特別な事情の下で作業に従事した場合における第
3 条第 1 項、 第 5 条第 1 項、 第 7 条第 1 項、 第16条第 1
項、 第17条第 1 項又は前条第 1 項の手当の額は、 それぞ

れ第 3 条第 2 項若しくは第 3 項、 第 5 条第 2 項、 第 7 条
第 2 項若しくは第 3 項、 第16条第 2 項、 第17条第 2 項又
は前条第 2 項に定める額に勤務 1 回につき1, 240円を加算
した額とする。

′

-

第10 緊急な呼出し時における特例関係
1 条例第22条の ｢人事委員会が定めるもの｣ は、
管理職手当に関する規則 (昭和33年鳥取県規則第
22号) 別表に規定する職 (同規則第 2 条の規定に
より人事委員会が これに相当すると認める職を含
む。 ) を占める職員とする。
2 条例第22条の ｢人事委員会が定める特別な事情

｣ は、 突発的に発生した作業 (同条に規定する作
業に限る。 ) に従事するために、 正規の勤務時間
(職員の給与に関する条例 (昭和26年鳥取県条例
第 3 号。 以下 ｢給与条例｣ という。 ) 第12条に規
定する祝日法による休日等及び年末年始の休日等
又は職務に専念する義務の特例に関する条例 (昭
和26年鳥取県条例第 5 号) 第 2 条の規定により職
務に専念する義務が免除されている期間を除く。
) に引き続かない時間において、 緊急の呼び出し
により、 勤務公署又はこれに準ずる場所以外から
勤務する ことを命ぜられ、 当該作業に従事する場
合で、 その従事する時間帯の一部又は全部が夜間
(午後 9 時から翌日の午前 5 時までの間をいう。
) であるものとする。



730円 ′

イ 深夜における勤務時間が 2 時間未満であるもの
410円 ‘

(併給禁止)
第24条 同一の日において、 次の各号に掲げる手当が支給
される作業のうち 2 以上の作業に従事した場合にあっ て
は、 これらの作業に係る手当のうち手当の額が最も高い
もの (これらの手当の額が同額である場合にあってはこ
れらの手当のいずれか、 手当の額が最も高いものが 2 以
上ある場合にあっては当該手当の額が最も高いもののい
ずれかとする。 ) のみを支給する。
(1 ) 犯罪予防 ･ 捜査手当
(2 ) 警ら手当
(3 ) 犯罪鑑識手当
(4 ) 交通捜査取締手当
(5 ) 看守手当
(6 ) 緊急走行手当
(7 ) 警備艇運航手当
(8 ) 通信指令手当
(9 ) 災害応急手当 (第18条第 1項第 1号に該当することをこ
より支給されるものに限る。 )

-

~

‘

(委任)
第25条 この条例に定めるもののほか、 特殊勤務手当の支
給に関し必要な事項は、 人事委員会が定める。

(手当支給の特例)
第 7条 次に掲げる特殊勤務手当の支給される作業に従事し
た時間が 1 日について 4 時間に満たない場合におけるその
日の当該特殊勤務手当の額は、 それぞれ条例に規定する額
に100分の60を乗じて得られる額とする。
(1 ) 犯罪予防 ･ 捜査手当 (被疑者の逮捕の作業に従事し
たときを除く。 )
(2 ) 警ら手当
(3 ) 犯罪鑑識手当
(4 ) 運転免許技能試験手当
(5 ) 交通捜査取締手当 (被疑者の逮捕の作業に従事した
ときを除く。 )
(6 ) 看守手当
(7 ) 警備艇運航手当
(8 ) 通信指令手当
(9 ) 特殊危険物質危険区域内作業手当
2 前項の作業に従事した時間には、 条例第24条の規定によ

一

‐

′



り支給されない こととなる手当に係る作業に従事した時間

を含むものとする。

(勤務実績簿)
第 8 条 警察本部長 (その委任を受けた者を含む。 ) は、 職
員に対し条例第 2 条各号に掲げる特殊勤務手当が支給され
る作業又は業務を命じたときは、 人事委員会が定める様式
の特殊勤務実績簿に所要事項を記入し、 これを保管しなけ
ればならない。

(支給の方法)
第 9 条 特殊勤務手当は、 月の 1 日から末日までを計算期間
とし、 次の各号に定めるところにより支給する。
(1 ) 月額の特殊勤務手当は、 当該計算期間における給料
の支給期日に支給する。
(2 ) 前号の特殊勤務手当以外の特殊勤務手当は、 当該計
算期間の次の計算期間における給料の支給期日までに支
給する。 ただし、 勤務実績の報告が遅れる場合等で、 当
該給料の支給期日までに支給する ことができないときは
、 その日後において支給する ことができる。
2 前項に規定するもののほか、 特殊勤務手当の支給に関し
ては、 給料の支給方法に関する規定を準用する。

(雑則)
第10条 この規則に定めるもののほか、 特殊勤務手当の支給
に関し必要な事項は、 人事委員会が定める。

第11 特殊勤務実績簿関係
規則第 8 条の規定による特殊勤務実績簿の様式
は、 別紙のとおりとする。 なお、 任命権者は、 必
要に応じて別紙の様式に所要の調整を加えて使用
する ことができる。

第12 支給関係

1 月額の特殊勤務手当を支給できない場合
職員がその計算期間中の全日数にわたって勤務し
なかった場合には、 月額の特殊勤務手当は支給す
る ことができない。
2 手当の支給に関し準用される規定

規則に規定するもののほか、 規則第 9 条第 2 項の
規定により特殊勤務手当の支給に関し準用する給
料の支給方法に関する規定とは、 給与条例第 6 条
の規定及び職員の給与の支給に関する規則 (昭和
27年 3 月鳥取県人事委員会規則第 3 号) 第 3 条か
ら第 7 条までの規定とする。


